
令和３年度

菊陽町下水道事業会計予算書

熊本県菊池郡菊陽町





  （総　　則）
第　１　条　　令和３年度菊陽町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

  （業務の予定量）
第　２　条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１）水洗化戸数

　（２）年間有収水量

　（３）一日平均処理水量

　（４）主な建設改良費 公共下水道施設整備費　 農業集落排水施設整備費

（農業集落排水事業）

令和３年度菊陽町下水道事業会計予算

７，２４４，２０１ 

１９，８４７ 

（公共下水道事業）

１７，７７５戸 ２８０戸

７７，４１４ 

２１２ 

１，２００千円３２３，４４８千円
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  （収益的収入及び支出）
第　３　条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第　１　款 事業収益 千円

　　第　１　項 　営業収益 千円

　　第　２　項 　営業外収益 千円

　　第　３　項 　特別利益 千円

　第　１　款 事業費用 千円

　　第　１　項 　営業費用 千円

　　第　２　項 　営業外費用 千円

　　第　４　項 　予備費 千円

９８０,８９１

３９８,７３７

収　　　　　入

１,３８６,５８７

６,９５９

１,３７２,６０８

１,２２７,６４２

１３４,９６６

支　　　　　出

１０,０００
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  （資本的収入及び支出）

　第　１　款 資本的収入 千円

　　第　１　項 　企業債 千円

　　第　２　項 　出資金 千円

　　第　３　項 　負担金 千円

　　第　４　項 　補助金 千円

　　第　５　項 　交付金 千円

　　第　７　項 　その他資本的収入 千円

　第　１　款 資本的支出 千円

　　第　１　項 　建設改良費 千円

　　第　２　項 　企業債償還金 千円

　　第　３　項 　投資 千円

　　第　４　項 　予備費 千円

５８,００７

第　４　条　　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額
　  ３５１，６０４千円は、過年度分損益勘定留保資金１，７９２千円、当年度分損益勘定留保資金３２４，２１６千円、
　  減債積立金８，１３７千円、及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１７，４５９千円で補填するものと
　　する。）

支　　　　　出

収　　　　　入

５５３,００７

３１８,１００

１０９,２９１

１０,７５６

５６,０００

８５３

９０４,６１１

３２４,６４８

５７７,７４５

１８

２,２００
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  （企業債）

第　５　条　　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

  （一時借入金）
第　６　条　　一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

  （予定支出の各項の経費の金額の流用）

第　７　条　　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用額 １０，０００千円

償還の方法

１８４,２００

４１,４００

　４０年以内（据置期間５年以内
半年賦元利均等償還又は半年賦元金
均等償還）

５％以内２４,５００

（ただし、利率見直し方
式で借り入れる政府資金
及び地方公共団体金融機
構資金について、利率の
見直しを行なった後にお
いては当該見直し後の利
率）

流域下水道事業分

流域関連公共下水道事業分

下水道事業債（特別措置分）

資本費平準化債 ６８,０００

証書借入
又は

証券発行

　ただし、企業財政その他の都合に
より、据置期間及び償還期間を短縮
し、又は繰上償還若しくは、低利債
に借り換えることができる。

起債の目的 限度額（千円） 起債の方法 利率

計 ３１８,１００
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  （議会の議決を経なければ流用することができない経費）

第 ８ 条　　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその

　経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　職員給与費 千円

  （他会計からの補助金）

第 ９ 条　　一般会計からこの会計への補助を受ける額は、４２，５１９千円である。

令和３年３月２日　提出

菊陽町長 後　藤　三　雄

５３,７１５
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付　　属　　書　　類
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収　　入 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1 事業収益 1,386,587

１．営業収益 980,891

１．下水道使用料 848,016 委託徴収分、直接徴収分

２．他会計負担金 125,670 一般会計繰入金（雨水処理負担金）

４．その他営業収益 7,205 維持管理負担金（熊本市、合志市）

２．営業外収益 398,737

１．受取利息及び配当金 18 基金利息

２．他会計補助金 31,763 一般会計繰入金（汚水処理、資本費分）

４．長期前受金戻入 366,851 長期前受金収益化額

６．雑　収　益 105 償還利子分負担金（合志市）

３．特別利益 6,959

３．その他特別利益 6,959 熊本北部流域下水道建設負担金清算金（合志市）

1,386,587

令和３年度　菊陽町下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　入　合　計
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支　　出 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1 事業費用 1,372,608

１．営 業 費 用 1,227,642

１．管渠費 424,699 汚水及び雨水処理施設等の維持管理に要する経費

２．ポンプ場費 16,373 汚水中継ポンプ場の維持管理に要する経費

３．セミコンテクノパーク
　　維持管理費

21,490
セミコンテクノパーク内の汚水処理施設の維持管
理に要する経費

４．処理場費 9,425 白水浄化センターの維持管理に要する経費

５．総係費 62,796 事業全体の運営、管理に要する経費

６．減価償却費 692,859 固定資産償却費

２．営業外費用 134,966

１．支払利息 118,966 企業債利息

３．消費税及び地方消費税 15,500 消費税及び地方消費税納税予定額

４．雑支出 500 雑損失

４．予  備  費 10,000

１．予  備  費 10,000

1,372,608支　出　合　計

- 9 -



収　　入 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　考

１資本的収入 553,007

１．企業債 318,100

１．企業債 318,100 企業債借入金

２．出資金 109,291

１．出資金 109,291 一般会計出資金（繰入基準内企業債償還元金）

３．負担金 58,007

２．受益者負担金 25,690 受益者負担金

３．工事負担金 32,317 他団体負担金（熊本市・合志市）

４．補助金 10,756

３．他会計補助金 10,756 一般会計繰入金（農業集落排水事業分）

５．交付金 56,000

１．交付金 56,000 社会資本整備総合交付金

７．その他資本的 853

　　収入 １．その他資本的収入 853 償還元金分負担金（合志市）

553,007

資本的収入及び支出

収　入　合　計
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支　　出 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　考

１資本的支出 904,611

１．建設改良費 324,648

１．施設費 324,648
汚水・雨水整備事業、老朽管対策事業
白水地区農業集落排水事業

２．企業債償還金 577,745

１．企業債償還金 577,745
公共下水道事業560,101千円
農業集落排水事業17,644千円

３．投資 18

１．投資 18 基金利子

４．予備費 2,200

１．予備費 2,200

904,611支　出　合　計
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（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当期純利益 3,790,285

　　　固定資産減価償却費 692,859,000

　　　賞与･法定福利費引当金増減額（△は減少） 1,000

　　　長期前受金戻入 △ 366,851,000

　　　受取利息及び受取配当金 △ 18,000

　　　支払利息 118,966,000

　　　未収金の増減額（△は増加） 32,621,692

　　　未払金増減額（△は減少） 15,518,600

　　　その他 △ 14,060,248

　　　　　小計 482,827,329

　　　利息及び配当金の受取額 18,000

　　　利息の支払額 △ 118,966,000

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 363,879,329

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出（建設改良費） △ 507,947,601

　　　無形固定資産の取得による支出（建設改良費） △ 22,333,636

　　　交付金による収入 86,910,000

　　　受益者負担金・分担金による収入 25,322,500

　　　他会計補助金による収入 10,756,000

　　　他団体負担金による収入 32,317,000

　　　その他資本的収入 853,000

　　　基金積立 △ 18,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 374,140,737

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債の発行による収入 416,400,000

　　　企業債の償還による支出 △ 580,282,573

　　　他会計出資金の受入 109,291,000

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 54,591,573

４　資金増減額 △ 64,852,981

５　資金期首残高 192,982,206

６　資金期末残高 128,129,225

令和３年度予定キャッシュフロー計算書（間接法）
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

-
 
1
2
 
-



給　与　費　明　細　書
（１）総括 （単位：千円）

（２）給料及び職員手当等の増減額の明細
（単位：千円）

その他の増減分 2,575

期末手当　   921
勤勉手当　   892
時間外手当 　552
扶養手当　   120
通勤手当      24
住居手当　   306
児童手当　 △240

職員手当等 2,575

制度改正に伴う増減分 ―

その他の増減分 3,498 人事異動による

普通昇級に伴う増加分 1,195
給料 4,693

給与改定に伴う増減分 ―

昇給期間短縮に伴う増加分 ―

区分 増減額 増減事由別内訳 備考

24 306

前年度 5,464 540 393

△ 240比較 921 892 552 120

地域
手当

3,871 2,082 756 296 900

用地交渉
手当

日直
手当

本年度 6,385 4,763 2,634 876 320 660

扶養
手当

通勤
手当

住居
手当

846 393

管理職
手当

児童
手当

8,268

職
員
手
当
等
の
内
訳

区分
期末
手当

勤勉
手当

時間外
手当

2,575 7,268 1,000

7,631

合　計 1 4,693

2,428 6,699 932

637

資本勘定
支弁職員

1 4,271

147 569

前
年
度

13,631

14,302

7,798

3

25,963

資本勘定
支弁職員

45,447

比

較

損益勘定
支弁職員

422

37,209

68

8,238

19,484

合　計 7 22,907

6,504 15,780 3,704

損益勘定
支弁職員

4 21,429 4,534

9,276

8,932 22,479

27,600

13,5474 4,636 27,115

16,877 44,477 9,238 53,7158

合計
計

26,600

合　計

21,998 4,60214,053

資本勘定
支弁職員

法定福利費
特別職 手当等

7,945

賃金
区　　分

職員数（人） 給　　与　　費

本
年
度

損益勘定
支弁職員

4

一般職 報酬 給料

-
 
1
3
 
-



（３）給料及び手当の状況

ア　職員一人当たり給与

イ　初任給

ウ　級別職員数

区　　　　　　分 企　　業　　職

令和3年4月1日

平均給料月額　　（円） 287,500

平均給与月額　　（円） 347,177

平均年齢　　　　（歳） 36.9

技能労務職（円）

令和2年4月1日

平均給料月額　　（円） 272,702

平均給与月額　　（円） 331,833

平均年齢　　　　（歳） 34.6

短大卒 163,100 163,100

区分
企業職（一般行政
職）（円）

企業職（技能労務
職）（円）

国の制度

一般行政職（円）

182,200 182,200

147,900 150,600 －
一般職

高校卒 150,600

区分
企業職

級 職員数（人） 構成比（％）

行政職 大学卒

令和3年4月1日現在

1　級 2 25.0

2　級 2 25.0

3　級 2 25.0

4　級 1 12.5

5　級

1 14.3

6　級 1 12.5

計 8 100

6　級

令和2年4月1日現在

1　級 2 28.6

2　級 2 28.6

3　級

1 14.3

4　級 1 14.3

計 7 100

5　級

-
 
1
4
 
-



（級別の標準的な職務内容）

エ　昇給

号給数別内訳

号給数別内訳

０～２号給　（人）

３～４号給　（人）

５～６号給　（人）

７号給以上　（人）

０～２号給　（人）

３～４号給　（人）

５～６号給　（人）

７号給以上　（人）

比率　（Ｂ）／（Ａ）　　 　（％） 100.0 100.0

7 7

比率　（Ｂ）／（Ａ）　　　 （％） 100.0 100.0

7 7

前
年
度

職員数　　　　　　（A）　　（人） 7 7

昇給にかかる職員数（B）　　（人）

2 2

6 6

5　級

技能労務職

本
年
度

職員数　　　　　　（A）　　（人） 8 8

昇給にかかる職員数（B）　　（人） 8 8

代表的な職種

一般行政職

6　級

職　務

主事、技師、
保育士、保健
師、司書、精
神保健福祉士
及び臨床心理
士の職務

高度な知識経
験を必要とす
る主事、技
師、保育士、
保健師、司
書、精神保健
福祉士及び臨
床心理士の職
務

係長、参事及
び主査の職務

高度な知識経
験を必要とす
る係長及び参
事の職務並び
に園長の職務

課長補佐、指
導主事の職務
及び高度な知
識経験を必要
とする園長の
職務

次長、会計管
理者、課長、
局長、室長及
び館長の職務
及び高度な知
識経験を必要
とする所長
（課長級）の
職務

7　級

部長の職務及
び高度な知識
経験を必要と
する次長、局
長の職務

区　分 1　級 2　級 3　級 4　級

区分 合計

-
 
1
5
 
-



オ　期末手当・勤勉手当

カ　定年退職及び早期退職に係る退職手当

キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当

区分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の級等によ

る加算措置
備考

６月（月分） １２月（月分）

本年度 2.225 2.225 4.45
３級　    　１００分の５

４級・５級　１００分の１０

６級・７級　１００分の１５

前年度 2.250 2.225 4.475
３級　    　１００分の５

４級・５級　１００分の１０

６級　    　１００分の１５

国の制度 2.225 2.225 4.45

区分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の

33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特例措置（45％
以内加算）

備考
（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

国の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特例措置（45％
以内加算）

支給率等 24.586875

支給対象地域 1級地

支給率（％） 20.0

支給対象職員数（人）

国の指定基準に基づく支給率（％） 20.0

区分 全職種
代表的な職種

行政職

給料総額に対する比率（％） 0.00

支給対象職員の比率（％）
（令和３年４月１日現在）

0.00

代表的な特殊勤務手当の名称

区分 国の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同

住居手当 同

通勤手当 同

-
 
1
6
 
-



（令和2年 4月 1日から令和3年 3月31日まで）

円 円 円

1         営業収益            

(1)       下水道使用料        

(2)       他会計負担金        

(3)       その他営業収益       

2         営業費用            

(1)       管渠費           

(2)       ポンプ場費         

(3)       

(4)       処理場費         

(5) 総係費           

(6) 減価償却費         

(7) 資産減耗費

営業利益

3         営業外収益           

(1)       受取利息及び配当金     

(2)       他会計補助金        

(3) 長期前受金戻入

(4) 雑収益           

4         営業外費用           

(1)       支払利息          

(2)       雑支出           

経常利益

5 特別利益

(1)       過年度損益修正益

(2)       その他特別利益

6 特別損失

(1)       過年度損益修正損

当年度純利益

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

セミコンテクノパーク維持管理費

令和２年度菊陽町下水道事業予定損益計算書

788,046,364

137,414,000

6,184,545 931,644,909

682,256,000

405,665,905

15,726,361

18,000

15,692,177

53,313,447

77,000 1,182,837,342

△251,192,433

115,027 402,670,027

180,335,978

10,106,452

3,910,634 130,715,634 271,954,393

20,761,960

27,088,324

74,113,654

126,805,000

37,854,000

0

6,326,3646,326,364

364,683,000

79,134,000

0 0 6,326,364

-
 
1
7
 
-



円 円 円 円

1 固定資産
(1) 有形固定資産

イ土地 1,691,857,584
ロ建物 145,593,061

減価償却累計額 70,551,391 75,041,670
ハ構築物 24,875,078,544

減価償却累計額 5,083,214,873 19,791,863,671
ニ機械及び装置 800,004,211

減価償却累計額 484,902,903 315,101,308
ホ車両運搬具 1,593,727

減価償却累計額 1,514,040 79,687
ヘ工具器具及び備品 2,328,473

減価償却累計額 2,000,546 327,927
ト建設仮勘定 403,868,398

有形固定資産合計 22,278,140,245
(2) 無形固定資産

イ施設利用権 687,631,144
無形固定資産合計 687,631,144

(3) 投資その他資産
イ基金 172,941,331

投資合計 172,941,331
固定資産合計 23,138,712,720

2 流動資産
(1) 現金預金

イ預金 192,982,206 192,982,206
(2) 未収金

イ営業未収金 83,415,121
ロ営業外未収金 32,815,944
ハその他未収金 719,520
ニ貸倒引当金 △ 832,623 116,117,962

(3) 貯蔵品 178,260 178,260
(4)その他流動資産 398,604 398,604

流動資産合計 309,677,032
資産合計 23,448,389,752

令和２年度菊陽町下水道事業予定貸借対照表
（令和３年３月３１日）

資　　産　　の　　部

-
 
1
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-



円 円 円

3 固定負債
(1) 企業債

イ 6,938,222,366 6,938,222,366

固定負債合計 6,938,222,366

4 流動負債
(1) 一時借入金 0
(2) 企業債

イ 580,282,573 580,282,573

(3) 未払金
イ営業未払金 23,884,500
ロ営業外未払金 239,600
ハその他未払金 94,234,700 118,358,800

(4) 引当金
イ賞与引当金 3,664,000
ロ法定福利費引当金 782,000 4,446,000

(5) その他流動負債
イ預り金 14,847,260 14,847,260

流動負債合計 717,934,633

5 繰延収益
(1) 長期前受金 14,820,252,782
(2) 長期前受金収益化累計額 △ 3,244,109,442

繰延収益合計 11,576,143,340
負債合計 19,232,300,339

円 円 円

6 資本金
(1) 自己資本金

イ固有資本金 1,715,580,973
ロ繰入資本金 835,768,000
ハ組入資本金 504,270,858 3,055,619,831

資本金合計 3,055,619,831

7 剰余金
(1) 資本剰余金

イ国庫補助金 836,648,992
ロ受贈財産評価額 18,969,269

資本剰余金合計 855,618,261
(2) 利益剰余金

イ減債積立金 20,866,000
ロ利益積立金 0
ハ建設改良積立金 103,649,343
ニ当年度未処分利益剰余金 180,335,978

･その他未処分利益剰余金変動額 (79,134,000)
･繰越利益剰余金 (74,113,654)
･当年度純利益 (27,088,324)

利益剰余金合計 304,851,321
剰余金合計 1,160,469,582
資本合計 4,216,089,413
負債資本合計 23,448,389,752

資　　本　　の　　部

建設改良等の財源に
充てるための企業債

建設改良等の財源に
充てるための企業債

負　　債　　の　　部

-
 
1
9
 
-



円 円 円 円

1 固定資産
(1) 有形固定資産

イ土地 1,691,857,584
ロ建物 145,593,061

減価償却累計額 75,539,391 70,053,670
ハ構築物 25,266,418,648

減価償却累計額 5,687,566,873 19,578,851,775
ニ機械及び装置 800,004,211

減価償却累計額 518,060,903 281,943,308
ホ車両運搬具 1,593,727

減価償却累計額 1,514,040 79,687
ヘ工具器具及び備品 2,328,473

減価償却累計額 2,146,546 181,927
ト建設仮勘定 426,251,195

有形固定資産合計 22,049,219,146
(2) 無形固定資産

イ施設利用権 659,749,780
無形固定資産合計 659,749,780

(3) 投資その他資産
イ基金 172,959,331

投資合計 172,959,331
固定資産合計 22,881,928,257

2 流動資産
(1) 現金預金

イ預金 128,129,225 128,129,225
(2) 未収金

イ営業未収金 83,459,373
ロ営業外未収金 0
ハその他未収金 1,087,020
ニ貸倒引当金 △ 832,623 83,713,770

(3) 貯蔵品 178,260 178,260
(4) その他流動資産 398,604 398,604

流動資産合計 212,419,859
資産合計 23,094,348,116

令和３年度菊陽町下水道事業予定貸借対照表
（令和４年３月３１日）

資　　産　　の　　部

-
 
2
0
 
-



円 円 円

3 固定負債
(1) 企業債

イ 6,816,331,767 6,816,331,767

固定負債合計 6,816,331,767

4 流動負債
(1) 一時借入金 0
(2) 企業債

イ 538,290,599 538,290,599

(3) 未払金
イ営業未払金 30,409,200
ロ営業外未払金 9,233,500
ハその他未払金 0 39,642,700

(4) 引当金
イ賞与引当金 3,688,000
ロ法定福利費引当金 769,000 4,457,000

(5) その他流動負債
イ預り金 14,847,260 14,847,260

流動負債合計 597,237,559

5 繰延収益
(1) 長期前受金 14,962,568,534
(2) 長期前受金収益化累計額 △ 3,610,960,442

繰延収益合計 11,351,608,092
負債合計 18,765,177,418

円 円 円

6 資本金
(1) 自己資本金

イ固有資本金 1,715,580,973
ロ繰入資本金 945,059,000
ハ組入資本金 504,270,858 3,164,910,831

資本金合計 3,164,910,831

7 剰余金
(1) 資本剰余金

イ国庫補助金 836,648,992
ロ受贈財産評価額 18,969,269

資本剰余金合計 855,618,261
(2) 利益剰余金

イ減債積立金 12,729,000
ロ利益積立金 0
ハ建設改良積立金 103,649,343
ニ当年度未処分利益剰余金 192,263,263

･その他未処分利益剰余金変動額 (87,271,000)
･繰越利益剰余金 (101,201,978)
･当年度純利益 (3,790,285)

利益剰余金合計 308,641,606
剰余金合計 1,164,259,867
資本合計 4,329,170,698
負債資本合計 23,094,348,116

資　　本　　の　　部

建設改良等の財源に
充てるための企業債

建設改良等の財源に
充てるための企業債

負　　債　　の　　部

-
 
2
1
 
-



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）固定資産の減価償却方法
イ．有形固定資産

　・定額法

　・耐用年数
　　　建物　　　８～３７年
　　　構築物　　１０～５０年
　　　機械及び装置　　６～３５年
　　　車両運搬具　　４～６年
　　　工具器具及び備品　　４～８年

ロ．無形固定資産

　・定額法

　・耐用年数
　　　施設利用権　　　３５年

（２）引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

ロ．退職給与引当金

ハ．賞与引当金及び法定福利費引当金

（３）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２．予定貸借対照表に関する注記

（１）企業債の償還に係る他会計の負担
　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち「下水
道に対する繰出基準」に基づき、企業債の償還に要する資金の一部を一般会計が負担する
と見込まれる額は次のとおりである。
　令和２年度　２，３２８，４２２千円
　令和３年度　２，１９７，５１３千円

貸借対照表等に関する注記

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上して
　いる。

　  職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することになっているため、退職給与
　引当金は計上していない。

　　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、事
　業年度末における支給見込額に基づき、事業年度の負担に属する額を計上している。

-
 
2
2
 
-



３．セグメント情報に関する注記
（１）報告セグメントの概要

イ．報告セグメントの決定方法

ロ．各報告セグメントの事業内容は次のとおりである。

事業区分
公共下水道事業
農業集落排水事業

（２）各報告セグメントの営業収益等

イ． 令和２年度予定（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）
（単位：円）

事業区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 924,030,363 7,614,546 931,644,909

営業費用 1,149,658,257 33,179,085 1,182,837,342

営業損益 △ 225,627,894 △ 25,564,539 △ 251,192,433

経常損益 12,692,835 8,069,125 20,761,960

セグメント資産 22,710,373,017 738,016,735 23,448,389,752

セグメント負債 18,715,539,253 516,761,086 19,232,300,339

その他の項目

他会計繰入金 149,749,000 25,519,000 175,268,000

減価償却費 662,314,000 20,019,000 682,333,000

特別利益 6,326,364 0 6,326,364

特別損失 0 0 0

ロ．
（単位：円）

区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

当年度未処分利益剰余金 174,058,423 6,277,555 180,335,978

その他未処分利益剰余
金変動額 79,134,000 0 79,134,000

繰越利益剰余金 75,905,224 △ 1,791,570 74,113,654

当年度純利益 19,019,199 8,069,125 27,088,324

757,604,879

令和２年度予定（令和３年３月３１日）

事業の内容
公共下水道事業の維持管理、汚水・雨水管渠の整備

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

750,091,244 7,513,635

農業集落排水事業の維持管理、汚水管渠の整備

　　　菊陽町下水道事業は、公共下水道、農業集落排水事業の２事業を運営しており、各
　　事業毎に運営方針等を決定していることから「公共下水道事業」及び「農業集落排水
　　事業」の２つを報告セグメントとしている。

-
 
2
3
 
-



ハ． 令和３年度予定（令和３年４月１日～令和４年３月３１日）
（単位：円）

事業区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 895,421,455 7,723,637 903,145,092

営業費用 1,150,382,986 31,799,538 1,182,182,524

営業損益 △ 254,961,531 △ 24,075,901 △ 279,037,432

経常損益 △ 4,804,413 2,268,334 △ 2,536,079

セグメント資産 22,371,919,149 722,428,967 23,094,348,116

セグメント負債 18,266,272,434 498,904,984 18,765,177,418

その他の項目

他会計繰入金 139,890,000 17,543,000 157,433,000

減価償却費 672,765,000 20,094,000 692,859,000

特別利益 6,326,364 0 6,326,364

特別損失 0 0 0

ニ．
（単位：円）

区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

当年度未処分利益剰余金 183,717,374 8,545,889 192,263,263

その他未処分利益剰余
金変動額 87,271,000 0 87,271,000

繰越利益剰余金 94,924,423 6,277,555 101,201,978

当年度純利益 1,521,951 2,268,334 3,790,285

４．その他の注記

（１）賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

　令和３年度における職員の期末手当・勤勉手当の支給、及びこれに伴う法定福利費を支
払うため、賞与引当金３，６６４千円、法定福利費引当金７８２千円をそれぞれ取り崩す
予定である。

令和３年度予定（令和４年３月３１日）

529,190,329 1,090,908 530,281,237

-
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-


